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〔
告

示
〕

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
四
四
）

〇
公
証
人
法
第
七
条
ノ
二
第
一
項
の
規
定
に

よ
る
指
定
の
件
（
同
四
五
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件（
同
四
六
）

〇
租
税
に
関
す
る
相
互
行
政
支
援
に
関
す
る

条
約
及
び
租
税
に
関
す
る
相
互
行
政
支
援

に
関
す
る
条
約
を
改
正
す
る
議
定
書
の
タ

イ
王
国
に
よ
る
批
准
に
関
す
る
件

（
外
務
一
〇
七
）

〇
石
油
の
備
蓄
の
確
保
等
に
関
す
る
法
律
第

七
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
く
石
油
基
準

備
蓄
量
の
減
少
を
同
条
第
四
項
の
規
定
に

基
づ
き
、
告
示
す
る
件（
経
済
産
業
三
九
）

〇
土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件

（
国
土
交
通
三
一
二
、
三
一
三
）

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
七
、
八
）

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
く
登
録
確
認
機
関
の
登

録
事
項
の
変
更
に
関
す
る
件
（
同
九
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
六
四
、
六
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
一
一
〜
一
四
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
三
九
、
四
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
三
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
三
、
一
四
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

最
低
工
賃
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
福
島
労
働
局
最
低
工
賃
公
示
一
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁押

収
物
還
付
、
金
融
商
品
取
引
業
者
の
営

業
保
証
金
に
係
る
配
当
表
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他


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